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学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、                                                      

 

 

 最高気温36度と予想される猛暑日の東京永田町「参議院会館講堂」を会場に「7.1 学費の公私間格差・自治体間格差是正を考える院内集会が開催されました。10日後に参議院選を控え

たご多忙な中ではありましたが、ご本人2名、代理41名計43名の国会議員関係者が参加される前に、昨年数を上回る一言ハガキをはじめとした要請書を積んで、文科省：私学経常費助成

概算要求の増額要求を、21都道府県110名の参加者で訴えました。 

「私学の無償化」は改憲など必要なく実現できる 教員不足は子どもたちの教育条件の問題、だから早期に経常費 1/2助成を 
参議院選挙投開票日の10日前という情勢により、ご本人、代理の方の参加も少ない中ではありましたが、私学の学費に対する思いが詰まった「文科大臣宛要請ハガキ」「要請署

名」4万筆超を携えて、21都道府県から父母・生徒54名、教職員59名計113名が会場の参議院議員会館講堂へ結集しました。冒頭、2022年度実参加開催される「全国父母

懇談会・私学助成をすすめる会交流会愛知大会」の実行委員長でもある西手尚子共同代表は、「3.18」と「6.12」の平和行動で成長する高校生の姿に触れながら「子どもたちがお

金の心配なく、こうした成長の機会に出会えるようにするために、『私学の無償化』を前進させましょう」とあいさつで呼びかけました。つづいて山口共同代表は資料を引きつつ、

2008～2022年までの「私学の無償化」の歴史と到達点に触れながら「2010年に所得制限無しで『公立高校の授業料不徴収』と『高等学校等就学支援金』制度が創設導入され

た。教育の無償化に改憲の必要はない。現在の年収590万円未満世帯の加算支給額39万6000円は、実際の授業料全国平均額と4万5000円の差がある。ここの拡充が必要

と同時に「年収590万円の崖」を解消するために加算支給対象の拡大が必要。また、教員の為り手が不足してきている。私学教育の維持・発展のためには教育条件拡充経費を父母

負担とせず経常費助成の1/2助成を実現することが重要。それを議員さんにも行政にも訴えていくことが今年の課題」と基調の報告を含めてあいさつしました。 

 
写真上段左から「愛知：柴田さん」「東京：日向さん」「大阪：

宮澤さん」「京都：待田さん」「埼玉：宮野さん」、 

下段左から「兵庫：森本さん」「山形：佐藤さん」「新潟：

宮腰さん」「岩手：伊藤さん」「岡山：藤井さん」 

10都府県10名の父母・教職員による発言 

参加された保護者、教職員から生徒の実態、

私学助成運動へ参加している思い、今年のとり

くみの決意、各県の課題が語られました。 

＜愛知：柴田さん＞親の顔を伺いながら、

学校へ通う子どもを無くすため年収840

万円までの無償化実現をめざす 

＜東京：日向さん＞子どもたちのために、

今ここに、これだけ全国の方々が集まって

いるということが大きな力になる 

＜大阪：宮澤さん＞進路を限定され夢を諦

めなくてはいけない子どもがでる状況は

変えないといけない 

＜京都：待田さん＞経済的理由で退学せざ

るを得ないということを子どもたちに味

合わせたくない 

＜埼玉：宮野さん＞ひとり親家庭で子ども

二人を私学へ通わせられたのは、埼玉の補

助制度のおかげ。 

＜岡山：藤井さん＞登校指導に参加時、学

費のためのバイトで起きられない生徒の

話を聴き運動に参加した。 

 全全国国私私学学助助成成ををすすすすめめるる会会  （（事事務務局局：：全全国国私私教教連連））  

No.5  2022年7月4日（月） 

  

 写真左から「吉良よし子議員」「柴山昌彦議員」 

選挙直前の非常にご多忙な中、吉良よし子議員、柴山昌彦議員ご本人

が集会へ駆けつけてくださいました。「様々な理由で私学に通っている子

がいる。所得や成績を支給基準にすることは分断を生む」（吉良議員）、「学

費の公私間格差と同時に自治体間格差の解消を求める必要がある。また

学びの過程については各々の事情に寄り添う必要がある」（柴山議員） 

 

 

 

紙面の都合上、発言は父母の発現のみの掲載とります。先生方お詫びします。 


